
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 事 業 報 告 書
特定刻 墾 堕 動 L昼 塵 生遇迷 立盤 当 塗

1 事業の成果
これまで東久留米市体育協会は、多くの皆様のご支援ご協力をいただき、基本方針を基軸に明るく健康的な

社会の建設に寄与できるよう、市民に密着した事業の展開を図ってきている。

スポーツの振興は、だれもが健康で生きがいを持つことができるよう、それぞれの年齢や体力、目的に応じて

「いつでも」、「どこでも」、「いつまでも」プレーできる環境、いわゆる生涯スポーツ社会の実現を目指すもので

ある。その実現を図るため、スポーツ団体の集合体である東久留米市体育協会が重要な役割を担っている。

そこで当体育協会では、その方針を実現するため、市民スポーツの普及・推進にこれまで以上の力を傾注する

とともに、教室やイベントの充実、競技人日の拡大、競技力の向上に努め、さらにスポーツを通して青少年の健

全育成や市民の健康・体力づくりの推進を図ってきた。

また、より多くの市民ニーズに対応するため、指導者養成はもちろんのこと、依然として指導者不足が深刻な

問題となっている学校運動部活動への指導者派遣事業も引き続き行い、さらに、会報やホームページでの体育協

会事業、各種スポーツ連盟・協会の情報提供、電子メールでのスポーツに関する相談などを行っている。

しかし、令和 2年度は新型コロナウイルスの感染拡大によリスポーツ施設の利用休止や制限等がなされる中

で、各種スポーツ事業の中止や事業内容の変更等が余儀なくされることとなった。そして未だ感染終息の目途が

立っていない中、今後、これを契機として社会の変化を適切に捉え「ポストコロナ」時代に合ったスポーツの形

を模索するなどし、スポーツの価値を一層高めるためのイノベーティブな取り組みを考える時期なのではと思わ

れる。

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【27,339】 千円)

定款に記載された

事業名
事 業 内 容 同 時 場 所

従事者

人数

受益対象者

の範囲及び

人数

事業費

(千円)

ス

ポ
|

ツ
教
室
や
大
△

等
に
よ
る
市
民
ス

ポ
|

ツ
の
iι

及

推
進
事
業

スポーツ教

室事業

スポーツ競技者人口の拡

大と生涯スポーツの普及 。

推進を図るために、各種教

室を開催する

随  時
東久留米

市内各種

体育施設

119人
不特定多

数の市民

1,186人

10,609

ファミリー・

スポーツフ

ェステイバ

ル事業

子どもから高齢者までの

だれもが気軽に参加でき

る各種スポーツ体験事業

新型コロナ

ウイルス感

染症拡大予

防のため中
止

東久留米市

スポーツセ

ンター 。大

門中学校

総合スポー

ツ大会事業

スポーツ活動を行ってい

る市民に日ごろの成果を

発揮する場を提供すると

ともに、競技力の向上を図

るために、各種大会を開催

する

通 年
東久留米

市内各種

体育施設

不特定

多数

不特定多

数の市民

9,070.人

競技力向上

事業

スポーツ競技力向上のた

めに各種上部大会等へ選

手を派遣する

随 時
東京都内

各会場等
60人

市民・都民

457人
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定款に記載された

事業名
事 業 内 容 同 時 場  所

従事者

人数

受益対象者

の範囲及び

人数

事業費

(千円)

研
ス 修
ポ 会
|の
ツ 開
指 催
導 等
者 に
の よ
養 る
成

派
遣
事
業

指 導 者 研

修会事業

スポーツ指導者の資質の

向上及び新規指導者の養

成を図るために、研修会を

実施する

新型コロナ

ウイルス感

染症拡大予

防のため中

止

東久留米市内

142

指 導者 派

遣事業

指導者不足で悩む学校運

動部活動への派遣や市民
ニーズに対応した派遣を

実施する

通 年
東久留米市内

各所
36人

市内小中学

校生徒

ス
ポ
|

ツ
に
関
す
る
調
査

研
究

啓
発

広
報

』L
伝
事
業

スポー ツ

に関す る

調査。研究

事業

市内の各種スポーツ情報

や団体正会員の団体規模

や活動、会員の受け入れ状

況等の情報を調査。研究す

る

随 時 法人事務所 12人
不特定多

数の市民

117,000人

26

会 報 発 行

事業

法人の各種情報を提供す

るため、会報を発行する
通年 1回 法人事務所 4人

不特定多

数の市民

3,000人

ホ ー ムペ

ージ事業

法人の各種情報や団体正

会員の団体規模や活動、会

員の受け入れ状況等の情

報をホームページで広報。

宣伝する

通 年 法人事務所 1人
不特定多

数の市民

117,000.人

施設拡充 野外運動施設の増設 通 年 市 内 14人
不特定多

数の市民

117,000.人

ス 電
ポ 子
|メ
ツ |

にル
係 等
る を
相 利
談 用
事 し
業 た

ス ポ ーーツ

相談事業

スポーツに関する各種相

談に答えるために、電子メ
ール等での相談窓口を開

設する

随 時 法人事務所 12人
不特定多

数の市民

100人

0
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定款に記載された

事業名
事 業 内 容 日 時 場 所

従事者

人数

受益対象者

の範囲及び

人数

事業費

(千円)

ス

団下
体↓

晏菫
孝あ

,晶

名量
挙る

スポーツ関

係団体協議

会事業

市内の各種スポーツ関係

団体で構成する協議会を

主催し、情報を収集。提供

する

隔 月
東久留米市

スポーツ

センター

34人

東久留米市

体育協会役

員及び理事

204人

0

ス
ポ
|

ツ
功
労
者
等
の
顕
彰
事
業

スポーツ功

労者等顕彰

事業

市民スポーツの普及・推進
への功績、各種大会等での

優秀な成績等を称えるた

め、各種表彰事業を実施す

る

随 時 法人事務所 1人
個人表彰

2人
0

体
育
施
設
の

管
理

運
営
事
業

施設管理受

託事業

施設管理の適正化 と利用

者のサービス向上を図り、

利用を通 じて市民相互の

ふれあいを深め、本事業を

通して市民に親 しまれる

体育協会を目指す

通 年
東久留米市

内各所
14人

不特定多

数の市民

117,000人

15,836

、 小

、1夕 準
こ少

ヨ交
貫 び

支 f
掟
~

童 ′

業
余

少年少女の

スポーツ活

動、ジュニ

アスポーツ

及びシニア

スポーツ活

動への支援

事業

小中学生のジュニアスポ

ーツの振興推進を図り将

来のスポーツ人口の拡大

に努めると共にシニアに

生きがいを与える生涯ス

ポーツの振興を目指す

随 時
東久留米市

内各所
195人

小中学生等

1,113人
724

そ
こ の

傷供
に ロ
ン ロ

嘗的

昌:
る

広域行政圏

市民のスポ

ーツヘの参

加機会の提

供

ハン ドボールチャレンジ

2020in東久留米
11月 22日

東久留米市

スポーツ

センター

50人 198人 0

Page3



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0】 千円)

定款に記載された

事業名
事 業 内 容 日 時 場 所

従事者

人数

受益対象者

の範囲及び

人数

事業費

(千円)

自
動
販
売
機
:こ

よ
る
ジ

1

ス

等
の
販
売
事
業

自動販売機

事業、屋外

施設等自動

販売機設置

事業

自動販売機を設置し、ジュ

ース等の販売を行 う
通 年

市内スポー

ツ施設等
1人

不特定多

数の市民
0

寄
付
さ
れ
た
物
品
の
販
売
事
業

未実施 0

機
関
紙

の
広
」
=
掲
載
事
業

未実施 0

コ

ピ
|

印
昴」
機
等
の
有
料
使
用
事
業

コピー機 。

印刷の有料

使用事業

市民対象にコピー機。印刷

機の有料使用を実施
随 時 法人事務所 1人

不特定多

数の市民
0
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令和2年度 活動計算書

令和 2年 4月 1日 から 令和 3年 3月 31日 まで

単位 :円

定非
係

その他の事業
に

動
業誦事

営

る
合計

口
日科

1

3

受取会費
入会金
会費収入
賛助会費収入
受取寄附金
受取寄附金
受取助成金等
東久留米市補助金
東京都体育協会交付金
都体協ジュニア育成推進事業収入
都体協シニア育成推進事業収入

1,000,000

10,228,
28,600,

27,339,599

324,1
79,223
2,980
14,600
427,273
812,600
180,000
60,000
411,188
177,921

0
280,000
739,400

1,000,000

1,500,
170,

1,849,
795,

0
336,444
21,770

27,339,

324,115
79,223

177,921

124,1

ｎ
ｖ
Ａ
υ

Ｏ
〉
■
４

０
〉
ハ
Ｖ

2

4 事業収益
スポーツ教室や大会等による市民
スポーツの普及・推進事業収入
体育施設の管理・運営事業収入
5 その他収益
預金利息
雑収入
自動販売機収入
コピー印刷機使用料収入
物品の販売事業収入

０

０

９

５

０

７

４

９

５

１

８

７

ハ
Ｏ

ｎ
〉

，
“
Ａ
υ

，
“
´
０

＾
υ

＾
０

４

＾
７
・

４

７

Ａ
〉

■
■

Ⅱ

費
彙
　
■
　
■
■
　
　
　
　
　
　
　
　
料

中鰤一構　『一̈
中静『叫中̈
総赫ぃ籍耐螂総購り・ス科刹癬攀

ｎ
ｖ

ｌ
■

ｏ
ι

ｎ
ｖ

Ｘ^
）
０
４

Ａ
ｖ

ｎ^
〉
０
乙

４

●

８

０

７

９

６

２

600,

7,081,
1,222,

２

４

７

２

０

０

１

１

２

１

８

６

１

113,

529,7

車両燃料費
減価償却費
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常外費用計



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和2年度 貸借対照表

令和 3年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 東久留米市体育協会
(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

定期積金

未収入金

その他未収金

前払費用

立替金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
車両運搬具

什器備品

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

前受金

預り金

仮受金

未払法人税等

未払消費税

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

12,223,779

2,134,337

46,001

86,464

14, 581

０

０

●
●
７
１

Ｏ
υ
Ｏ
●

15,230,

1,987,

１
｛
　

０
一
　

”ｂ

　

Ｕ^

員
）

Ｕ^

　

０
０
　

・■

２
）

ｂ^

　

Ｑ
ψ
　

Ｕ^

6,953,

4,492,002

784,276

278



16 28

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 東久留米市体育協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計′は、税込方式によっています。

2.固 定資産の増減内訳

減 少

1

739,645

ｎ
Ｖ

ハ
Ｖ

Ａ
Ｕ

，
“

０
）

・４

０
〉

■
４

Ｕ^

０́

０
′

６
０ 198,000

112,499
0

ｎ
Ｖ

ハ
Ｖ

ｎ
ｖ

ｎ
Ｚ

ｎ
ｖ

■
４

０
〉

，
“

Ａ
Ｕ

ハ０

０
ｖ

Ａ
Ｕ

Ｑ
υ

■
■

Ｏ
υ

０
０

０
υ

ワ
‘

０
）

０
乙

Ａ
Ｖ

９
“

父
υ

０
０

△

△

1_962_421 739。 6461.764.429

車両運搬具

什器備品

その他の資産

定資産

敷金



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和2年度 財産目録

令和 3年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 東久留米市体育協会
(単位 :円 )

科
口
日 金 額

I 資産の部
■
■ 流動資産

現金予金

現金

普通預金 東和銀行東久留米中央支店
普通預金 西武信用金庫東久留米支店
定期預金 東和銀行記念事業預金
定期積金 備品購入費積立金
定期積金 国際交流事業費積立金
未収入金

未収金 賛助会費等
未収金 戻入金等
その他未収金 その他事業会計未収金
その他未収金 職員源泉立替金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
車両運搬具

什器備品 パソコン・プリンター等
固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

事業費―給料手当3月分

事業費―通信費3月 分

事業支出

水道光熱費

社会保険料 3月 分

消耗品

通信費

積立金

預り金

職員に対する源泉所得税

謝金に対する源泉所得税

報酬に対する源泉所得税

職員に対する社会保険料

職員市民共済会費

仮受金―事業収入未返還金

未払法人税等

未払消費税

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

12,223,

931,681

1,002,

200,

46,001

30,

55,70

1

739,645

1,188,

266,

22,

80,

14,

14,

400,

632

756

468

445

Ｒ
）

Ｚ^

Ａ
）

６^，
“

2,609,

995,

1 01

14,490,581

´
０

8.276.278



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特宇非営利活動法人 東久 業市休吉協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

監事

サカモト  カス
゛
ヤ 令和2年4月 1日

令和2年 5月 31日

年  月  日

年  月  日坂本 和爾

2 監事

渤ノ マサヨシ 令和2年 4月 1日

令和2年 5月 31日

令和2年 4月 1日

令和2年7月 31日岡野 正義

3 監事

ウタ
゛
力
゛
ワ  ヤスミ 令和2年 4月 1日

令和2年 5月 31日

年  月  日

年  月  日宇田川 泰道

4 監事

キタハラ  エイイチ 令和2年 4月 1日

令和2年 5月 31日

年  月  日

年  月  日北原 英市

ｒ
Ｏ 監事

フクイス
゛
ミ  カヨコ 令和2年4月 1日

令和2年 5月 31日

年  月  日

年   月   日福泉 加代子

6 監事

ウチタ
゛
  カツヒコ 令和2年4月 1日

令和2年 5月 31日

年   月   日

年  月  日内田 克彦

7 監事

ヤナキ
゛
夕
゛
  ミツコ 令和2年4月 1日

令和2年 5月 31日

年   月   日

年  月  日柳田 光子

8 監事

ナカ
゛
タ  ノホ
゛
ル 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月 日

日月永田 昇

Ｏ

υ 監事

クリタ  ヒトミ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年   月   日

年  月  日栗田 仁美

10 監事

ササキ  ミチオ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

令和2年 8月 1日

令和3年 3月 31日佐々木 道夫



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

11
⌒

鯉ジ監事
ツタ
゛
  タタ
゛
ヒロ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日津田 忠広

12
⌒

軽ジ監事
オカ
゛
フ  トシミツ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日小り:1 禾U満

13
⌒

鯉ブ監事
ヌクイ  セイソ

゛
ウ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日貫井 清三

14
⌒

曜ジ監事
コカ
゛
ネイ  ツトム 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日小金井 勉

15
⌒

曜ブ監事
フシ
゛
イ  キヨヒテ
゛

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日藤井 清秀

16
⌒

曜ジ監事
シマサ
゛
キ  セイシ
゛

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日島崎 清二

17
⌒

曜ジ監事
ツカナカ  タタ

゛
ノリ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

□塚中 正法

18
⌒

曜ブ監事
ネモト  ヒロユキ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年根本 浩幸

19
⌒

曜ジ監事
タナカ  ノフユ゙キ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日田中 信行

20
⌒

曜ジ監事
ミヤハラ  タケシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日官原 毅

21
⌒

曜ジ監事
アカバネ  イサム 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年赤羽 勲

22
⌒

曜ジ監事
ニシハラ  キヨシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日西原 聖

23
⌒

鮭|ジ監事
タケナカ  ヨシアキ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年1  月   日

年  月  日竹中 良明

24 監事

ニシカ
゛
キウチ ヨシノ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年   月   日西垣内 義則



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

25
⌒

曜ジ監事
ニイツ
゛
マ  ヒトミ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月   日

月   日新妻 ひとみ

26
⌒

睦ジ監事
イベ  セイシ

゛
令和2年 4月 1日

令和3年3月 31日

年  月  日

年   月   日井部 誠二

27
⌒

鮭|ブ監事
クロカワ  キヨコ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年黒川 喜代子

28
⌒

曜ジ監事
x/tl. vtlix' 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年榎本 雅一

29
⌒

鯉|ブ監事
モリヤ  ヒロシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日守谷 博

30
⌒

曜ジ監事
キタムラ  アキノリ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日北村 彰規

31
⌒

曜ジ監事
オノサ
゛
キ  セイミ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年小野寄 清美

32
⌒

曜ブ監事
ハヤシ ノフ゛ユキ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日林 伸行

33
⌒

曜フ監事
カワハラ  ヨウコ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日河原 洋子

34
⌒

曜ブ監事
イシイ  トシヒテ

゛
令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年:  月   日

年 月 日石井 利英

35
⌒理事くフ ^il" 

7a )t)a 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年   月   日

年  月  日菅沼 法子

36
⌒
理事雙ジ

マツモト  セイイチ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日松本 誠一

37
⌒

鯉ブ監事
サカモト  モリオ 令和2年6月 1日

令和3年 3月 31日

年  月 日

日年 月坂本 守男

38
⌒

曜ジ監事
ニシヤマ  ケンシ

゛
令和2年 6月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日西山 賢治



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

39
〇
監事

サトウ  モリオ 令和2年6月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日佐藤 盛男

40 用[ヨ理事

ヨシカワ  マサヒコ 令和2年6月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

年 日吉川 昌彦

41
〇
監事

ハセカ
゛
ワ マサツタ゛ 令和2年 6月 1日

令和3年 3月 31日

年  月 日

日年 月長谷川 正次

理事 。監事

年 月

月

日

年 日

年  月 日

日年 月

理事 。監事

年 月

月

日

日年

年

年

月   日

月   日

理事 。監事

年  月 日

日年 月

年  月  日

年  月  日

理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年 月

理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

理事 。監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年   月   日

年 月 □

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年 月 日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_墓ム里丞立埜童協全_

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 岡  野  勲

2 平 井 千 民

3 永 井 信 之

4 伊 藤 五 月

5 橋 本 富 男

6 松 浦 友 昭

7 年 岡  栄 二

8 山  内  実

9 鳩 山 久 男

10 岸 伊 佐 雄

11 中 山 譲 二

12 鈴 木 和 子



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_盛整LEヨ壁」杢童協全二

氏   名 住 所 又 は 居 所

13 大 山 利 夫

14 冨 山 佳 則

15 奥 村 宣 雅

16 島  野  康

17 芳 野 ノヽ 郎

18 水  野  修

19 東  重  男

20 宮 田 秀 子

21 高 柳 睦 子

22 小 林 有 吾

23 河  井  清

24 林  妙  子



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_墓ム里丞立埜童墨全_

氏   名 住 所 又 は 居 所

25 松 村  弘 登

26 関  敏  郎

27 宇 田 川 泰 道

28 佐 イ白 英 子


